











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































「共同正犯の帰属原理─行為帰属説の再検討─」法律論叢89巻 2 ・ 3 号（2017
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に連帯するか































































































































































































































































































































































































































































































（71）　本稿第 3章第 3節第 1款参照。
（72）　橋爪・前掲注（45）82〜83頁。また、橋田・前掲注（ 3）108頁も参照。
















































































































 （2017年 7 月脱稿）
【追記】
＊本稿脱稿後に、是木誠「判批」警察学論集70巻 8 号（2017年）184頁以下、
中尾佳久「時の判例」ジュリスト1510号（2017年）107頁以下、小林憲太
郎「自招侵害論の行方─平成29年決定は何がしたかったのか」判例時報
2336号（2017年）142頁以下に接した。
＊本稿は、2017年度早稲田大学特定課題研究助成費（課題番号2017S─014）
による研究成果の一部である。
（74）　拙稿・前掲注（27）444頁以下参照。
（75）　拙稿・前掲注（27）458頁以下参照。
